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1.　はじめに

平成 16 年に景観法が制定されてから 20 年，平
成 20 年に歴史まちづくり法（地域における歴史
的風致の維持及び向上に関する法律）が制定され
てから 17 年以上が経過した。本法制度の活用に
より，全国のさまざまな地域において地域資源を
保全・活用するまちづくりの取組が拡大し，地域
の魅力の向上，シビックプライドの醸成や観光振
興に貢献してきた。
景観法に基づく地方公共団体の景観計画策定数

は 675 団体に達し，歴史まちづくり法に基づく市
町村が作成する歴史まちづくり計画（歴史的風致
維持向上計画）の国の認定は令和 7 年 7 月には
100 都市に達した。
折しも国土交通省都市局において地域資源を活

かしたまちづくりを進めている中で，地域資源の
中でも特に重要な景観・歴史資源を活かす観点か
ら，当室（景観・歴史文化環境整備室）では法制
定から一定期間が経過した景観・歴史まちづくり
行政の施策や取組の見直しを昨年度から進めてき
たところである。
本稿では，その取組内容を中心に最近の動向を

紹介したい。

2.　景観・歴史まちづくり制度の概要

景観法は，戦後復興・高度経済成長期の社会要
請の中で進められた法整備が一段落し，自治体で
の独自条例や計画策定が盛んになる期間を経て，
平成 16 年に制定された。制度の概要としては，
地方公共団体が景観行政団体となり「景観計画」
を策定し，景観条例等とともに良好な景観形成を
図る仕組みを法的に位置付けているものである
（図－ 1）。
景観計画には，良好な景観の形成を目的とし
て，建築物の高さや壁面位置のほか，外壁の色彩
や屋根の形状といった形態意匠に関する制限を定
めることができるなど，通常の都市計画制度でで
きなかった規制誘導が可能となっている。さら
に，建築物に限らず，鉄塔や再生可能エネルギー
施設などの工作物，土地の開墾，伐採などについ
ても同種の制限を定めることが可能であることも
特徴である。
また，地域の良好な景観の形成に重要である建
造物を景観重要建造物，樹木を景観重要樹木とし
て指定し，現状変更を許可制とすることで保全を
図ることが可能となるほか，河川，道路などの公
共施設のうち良好な景観の形成に重要なものを，
景観重要公共施設として，景観計画に定めること
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ができ，整備の誘導等を行うことが可能である。
一方，歴史まちづくり法については，歴史的に
貴重な建造物やまちなみが全国各地で滅失する状
況が続く中，古都保存行政や文化財行政だけでは
その対処も限定されている状況にあったことか
ら，歴史的文化的資産を保存・活用・再生したま
ちづくりを支援するための新たな制度として平成

20 年に制定された（図－ 2）。
本法で新しく設定された概念である「歴史的風
致」とは，「地域におけるその固有の歴史及び伝
統を反映した人々の活動とその活動が行われる歴
史上価値の高い建造物及びその周辺の市街地とが
一体となって形成してきた良好な市街地の環境」
と定義されており，単に古い建物があれば良いの

図－ 1　景観法の概要

図－ 2　歴史まちづくり法の制度概要
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ではなく，祭礼行事などの人々の営みがセットで
含まれていることが特徴である。
本法の制度の根幹をなす枠組みは，市町村が歴
史的風致維持向上計画（歴史まちづくり計画）を
作成し，その計画を国が認定し，認定した計画に
位置付けられる取組に対して国が重点的な支援を
講じるというものである。歴史まちづくり計画に
は当該自治体の歴史的風致，計画期間における歴
史的風致の維持向上のための方針や取組などを記
載することになっており，必要な基準を満たせば
国（国土交通・文部科学・農林水産大臣）が認定
を行う。なお，計画には重点区域を定めることに
なっており，この重点区域内には文化財保護法に
基づく重要文化財や国指定史跡，重要伝統的建造
物群保存地区等を含む必要がある。
このほか，歴史的風致形成建造物による歴史的
建造物（必ずしも文化財である必要はない）の比
較的緩やかな規制の制度や，地域が歴史まちづく
りに携わりやすくする歴史的風致維持向上支援法
人の指定制度，用途緩和型の地区計画を定めるこ

とができるなどの特例も設けられている。
重点的な支援については，さまざまな変遷を経
て，令和 7年度現在は，社会資本整備総合交付金
（都市公園事業，都市再生整備計画事業）等の対
象拡大，補助率のかさ上げ等が主となっている。
また，令和 8年度からは国際観光旅客税財源を活
用した歴史まちづくり計画認定都市（歴まち都市）
への支援が大幅に拡大される予定である（表－ 1）。
また，国としては，景観法や歴史まちづくり法
の制度を活用いただけるよう，計画作成マニュア
ルを整備したり，取組成果や好事例を取りまと
め，公表することで，各自治体への周知を継続的
に行ってきた。

3.　法制度等の見直しの検討

景観法や歴史まちづくり法については制定以来
一度も改正が行われてこなかった（他の法律の改
正に伴う事務的な改正や運用指針等の改正は除

表－ 1　歴史まちづくり計画認定都市一覧
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く）が，都市局全体の施策の方向性の中で法改正
も含めて検討を進めることとなった。
具体的には，令和 6年 11 月から開催された「都
市の個性の確立と質や価値の向上に関する懇談
会」で議論が行われ，令和 7年 5月に中間取りま
とめとして「成熟社会の共感都市再生ビジョン」
が公表されている。
ここでは大都市と地方都市が連携しながら，中
長期的に持続可能な都市の再生を図る観点から 5
つの施策が提言されているが，その中に「地域資
源の保全と活用によるシビックプライドの醸成」の
重要性が位置付けられている。より具体的には，
「歴史まちづくりの裾野の拡大」を進めるべきと
されたほか，景観分野でも，広域的な景観等の保
全についても検討の必要性が言われている
（https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_machi_tk_‌
000088.html）。
加えて，政府全体でも，骨太の方針（経済財政

運営と改革の基本方針 2025，令和 7 年 6 月）や
地方創生 2.0 基本構想（令和 7年 6 月）でも地域
資源を活用したまちづくりや歴史まちづくりの加
速・拡大が位置付けられた。
前述を踏まえ，当課が事務局として「地域資源

の保全と活用に向けた歴史まちづくりや景観行政
に関するワーキンググループ」を立ち上げ，「歴

史まちづくりの裾野拡大」，「広域景観の保全」，
「景観エリアリノベーションによる景観再生」の
3 つのテーマについて，令和 7 年 8 月から 12 月
にかけ 5回にわたって開催し，議論を行った（図
－ 3）。
委員には，まちづくり（特に都市計画や景観）
分野，文化財（文化財建造物や文化的景観）分野，
観光分野，行政分野から知見のある方に集まって
いただき，必要に応じてゲストとして自治体職員
や民間で活動される方を臨時委員に加えた。ま
た，国の関係部署にもオブザーバーとして参加い
ただいた。
ワーキンググループではたくさんの意見をいた
だき，毎回予定時刻を超過することになってしま
ったが，各テーマについての方向性や，その方向
で進めた際の留意事項などについても議論を深め
ることができた。また，法制定に携わり，古くか
らの経緯を知る有識者からの助言は，我々担当職
員の制度への理解を深め，業務を進める上での参
考にもなり非常に有益なものとなった。
景観法関係では，広域景観の保全と景観エリア
リノベーションについての議論が主な議題であっ
た。
一つ目は，市町村が景観行政団体となる場合，
それぞれが独立して景観行政を担うため，山並み

図－ 3　ワーキンググループの概要
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や湾岸など複数の市町村域にまたがる自然景観等
では，景観形成基準等の足並みがそろわず，広域
的な景観の保全が困難となっている事例が散見さ
れるという課題を受けて，関係市町村間での連携
強化や全体最適に向けた都道府県による調整の促
進に要する措置が主な議題となった。
具体的には，広域景観保全に関する基本的な方
針の策定の促進，都道府県と関係する市町村で構
成される調整会議の活用の促進，都道府県による
市町村間の調整機能の明確化等の措置を設ける方
向性が支持された。
二つ目は，シャッター商店街，老朽化した温泉
街等の低未利用となっている地域では，景観法に
基づく規制誘導を中心とした施策で良好な景観を
創出することは難しいという課題を受けて，施設
の改修・利活用等によるエリアリノベーションを
通じた景観の再生を行う制度の創設について議論
を行った。
具体的には，面的に景観再生を図る事業（景観
エリアリノベーション）を景観計画に位置付け，
民間会社等が，同再生事業として所有者に代わっ

て建造物の改修，利活用促進等を実施するための
協定制度を創設するという方向性が支持されると
ともに，他制度との連携をはじめとする運用に関
する留意事項や，今後の期待についても多くの示
唆をいただいた（図－ 4）。
歴史まちづくり法関係では，歴史まちづくり計
画の重点区域設定の要件となっている文化財の要
件についての緩和が主な議題となった。現在重要
文化財や重要伝統的建造物群保存地区等に限定さ
れているところ，本制度を活用できる自治体を増
やすため，それ以外の文化財（国登録有形文化財
や地方指定文化財，重要文化的景観等）にも広げ
るという案である。
これについて，ワーキンググループではその方
向性が支持され，今後の運用に関する留意事項に
ついても多くの示唆をいただいた。
原稿執筆時点では取りまとめに向けた最終調整
を進めているところだが，「地域の再生に向けた
景観・歴史・文化の積極活用 ～景観・歴まちの
新展開（景観・歴まち 2.0）」として，2月までに
取りまとめ成果の公表を予定している。

図－ 4　景観エリアリノベーション区域と主体間の関係
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■‌�国土交通省HP：地域資源の保全と活用に向けた歴
史まちづくりや景観行政に関するワーキンググル
ープ
　‌�https://www.mlit.go.jp/toshi/townscape/toshi_
townscape_tk_000207.html

今後は，制度改正等に向けてより具体的な検討
を進め，都市局内で連携して取組を進めていくこ
ととしている。

4.　自治体のまちづくりへの支援強化

⑴　景観・歴史まちづくり実践マニュアルの作成
歴史まちづくりの取り組み方や手法は各都市の
歴史資源や地域の実状によって多様であり一般化
しづらく，ノウハウのある人材も官民双方ともに
多くはない。また今後は行政だけに限らず歴史資
源を維持管理・あるいは活用する地域内外の担い
手もますます求められる。
このような中で，好事例や詳細かつ具体的なノ
ウハウの共有が有効であると考えた。このため，
歴史まちづくりと景観分野の合同で，まちの魅力
向上に有効な取組事例や手法を収集して「実践マ
ニュアル」を作成し，自治体等の質の高い高度な
取組および住民の意識向上を強力に促進し，今後
の制度の検討にもつなげることとした。
今年度から，景観まちづくりや歴史まちづくり
を先進的に進めている地域の自治体職員や民間団
体や有識者にヒアリングを行い，事例を整理・分
析した上でそのノウハウを抽出して「景観・歴史
まちづくりの手引き」を作成しているところであ
る。
特に力を入れているポイントとしては，「資金
を生み出し循環させるノウハウ」と「規制を効果
的に活用するノウハウ」である。前者は公共の財
源や人材が限られる中で，歴史資源を活用して資
金を循環させたり，地域の外からの支援を得たり
して，官民連携の手法で効果的に取り組んだりす
る手法について具体例も交えて紹介し，取り組む
手掛かりを与えるものである。後者は主には景観

法について，その規制手法をより効果的に活用す
るためのノウハウを周知することが狙いである。

⑵　歴史まちづくりに係る予算制度の拡充
歴史まちづくりの裾野拡大という方針の下，法
制度の見直しとともに令和 8年度の予算において
も，歴まち都市への支援が拡充できるように関係
各所と協議を行った。
歴史まちづくり法自体が，前述のように，計画
を認定した都市への重点的な支援という趣旨で制
定されており，自治体が活用できる予算制度も重
要なツールである。国も地方公共団体も財政が厳
しい情勢が続き，官民連携で民間活力を導入する
取組も各地で進んでいるが，歴史まちづくりにお
いては収益が確保できるものだけではなく，公共
による事業や民間への支援も一定の必要があり，
国による自治体への財政的な支援の需要は高いと
ころである。
今般は観光庁とも連携し，国際観光旅客税財源
による歴まち都市への支援を大幅に拡充する見込
みとなった。背景として，近年のインバウンドの
増加によりオーバーツーリズム対策・地方誘客の
必要性が増していること，また観光地としての魅
力向上が引き続き必要とされており，インバウン
ドに訴求する歴史文化資源を有する歴まち都市の
環境整備が重要になってきている。
このことを踏まえ，前述の財源により歴まち都
市のハード・ソフト双方の取組を一気通貫で支援
する新しい事業（地域の観光資源充実のための環
境整備推進事業）が令和 8年度より創設される見
込みである。

5.　周知啓発の強化

景観法や歴史まちづくり法が制定されてから一
定期間が経ち，官民問わず，全国の意欲あるまち
づくり関係者には「景観まちづくり」や「歴史ま
ちづくり」のキーワードやそのイメージはある程
度浸透したと認識しているが，裾野を拡大する上
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では不十分であると思われる。
今後は，地域資源を有しているにもかかわらず
まちづくりに関する情報をあまり持っていない，
あるいはまちづくりに取り組む余裕のない自治体
（担当職員だけでなく，首長や議員といった政策
決定権のある関係者も含む）を対象に，制度や取
り組み方のイメージを伝えていく必要があると考
える。
加えて，自治体だけではなく，国民の歴史まち
づくりの意義や有効性についての理解を促進し，
機運醸成を図っていくことも重要である。そこ
で，次の取組を昨年度後半より進めている。

⑴　ポータルサイトの刷新
元々国土交通省都市局のホームページにおいて
景観法や歴史まちづくり法，それに関連する施策
等について随時コンテンツを追加し公開を行って
おり，「景観ポータル」というサイトも開設して
いたところである。
しかし，これらのコンテンツは法制度の紹介や
会議資料の掲載，参考資料のリンクにとどまり，
実際に見るのは業務上必要のある自治体担当者や
関係者か，強い興味のある一部の方に限られてい
ると思われ，広く国民の機運醸成を図るには構造
からしてあまり適していない。
そこで，それほど事前知識がなくとも景観まち
づくりや歴史まちづくりに正しい理解を持ってい
ただくとともに，良いイメージを持っていただけ
るよう，ビジュアルにこだわったポータルサイト
に刷新（実質新設）することとした。
コンテンツとしても，まちづくりに携わる地域
の方々や自治体職員へのインタビュー動画，景観
まちづくりや歴史まちづくりの効果，活用できる

制度を分かりやすく示したページなどを作成中で
ある。
こちらについても令和 7年度中に一般公開する
ことを予定している。

⑵　歴史まちづくり関連事業先行事例集の作成
全国的にまとまった歴史まちづくりの取組の整
理については近年行われていなかったが，今年
度，歴史まちづくり計画認定都市が 100 都市に達
したタイミングを捉え，各認定都市においてこれ
までに実施された取組を整理，評価・分析し，有
識者の助言をいただきながら，優良なものを先行
事例としてまとめ，令和 7年度中に公表すること
とした。

6.　おわりに

都市行政の中でも景観法や歴史まちづくり法は
比較的新しい法制度であり，これまでは当初の法
制度を運用していくことに主眼を置いていたが，
一定の運用期間を経て取組実績の蓄積がなされた
今，制度の見直しも含め，この分野がより活性化
するための取組を進めることとなった（当室では
「再起動」や「景観・歴まち 2.0」と呼んでいる）。
これは景観・歴まち行政の一つの節目であり，当
面はこれに沿った取組を進めながら，そのフォロ
ーアップや必要に応じた見直しを進めていく。
今回の取組を機に，シビックプライドの醸成，
地方都市への投資の呼び戻し，移住・定住・二地
域居住の拡大，地方誘客の促進等の効果が発現す
るよう，景観・歴史・文化資源を活かしたまちづ
くりを各地域で促進していきたい。
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